


【ご案内】「夏の生活スタイル変革」について 

 

今夏、政府として「夏の生活スタイル変革」の国民運動を展開する事になって 

おります。 

 

「夏の生活スタイル変革」とは、個々人がライフスタイルに合わせて仕事ができる 

ようになることを最終目標とし、明るい時間が長い夏の間は、朝早くから働き始め、 

夕方は家族等と過ごす時間に充てる、といった生活スタイルの変革を提言するものです。 

 

長時間労働を抑制し、ワークライフバランスの実現を通じて国民一人一人が豊かさを 

実感したり、仕事の効率化を通じた労働生産性の向上や余暇充実による需要創出により、 

強い経済の実現を後押し（先進国としての自信と誇りの回復）することを目的とし、 

具体的には今夏より、朝型勤務（出勤時間を 1時間程度早める等の取組）を勧奨すること 

としております。 

 

経済産業大臣より「夏の生活スタイル変革」に関する要請書がきておりますので、本取組の

趣旨をご理解いただき、ご協力の程、何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

【参考：夏の生活スタイル変革についての概要資料】 

 http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/w_lifebalance/dai3/siryou.html 

（第 3回女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会 より） 

http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/w_lifebalance/dai3/siryou.html


30代 Ａさん

【早めの帰宅で保育
園にお迎え】
朝７時30分に出勤、

午後４時まで仕事。
保育園に直行して
子どものお迎え。明
るいうちに子どもと
一緒にお風呂。ちな
みに、朝は夫が子ど
もに朝食を食べさせ、
保育園にお見送りし
て10時に出勤。

40代 Ｂさん

【夕方は一人暮ら
しの母に会いに】

朝８時に出勤。午
後４時30分まで仕

事。夕方からは、
80代の母の顔を見

に郊外の実家へ。
母は、まだまだ元
気で介護はいらな
いけれど、一人暮
らしなので少し心
配。

【夕方は夫婦でテニ
スを楽しむ】

最近、運動不足を痛
感し、妻と一緒にテ
ニスを始めた私。定
時退社したいので朝
７時に出勤して１時
間の「朝残業」。午後
４時半の定時まで仕
事をし、明るいうちに
妻と一緒にテニス
コートへ。

長時間労働の抑制
ワーク・ライフ・バランスの実現

仕事の効率化を通じた労働生産性の向上
余暇充実による需要創出

強い経済の実現を後押し
（先進国としての自信と誇りの回復）

国民が豊かさを実感

50代 Ｃ氏

※国家公務員については、今年の夏から率先して朝型勤務を進めるが、フレックスタイム制を活用し
た朝型勤務については、所要の法改正がなされた後、実施する。

夏の生活スタイル変革

○個々人がライフスタイルに合わせて仕事ができるようになることが最終目標
○まずは、明るい時間が長い夏の間は、朝早くから働き始め、夕方は家族などと過ごす時間に充てる

今年の夏から、朝型勤務を勧奨（フレックスタイム制も適宜活用）！

資料１



民間企業・自治体の朝型勤務の事例

【Ａ社】
○所定勤務時間帯（9時‐17時15分）での勤務を基本とし、夜型の残業体質から朝型の残業へと改善
・深夜勤務（22時‐5時）の「禁止」、20時‐22時勤務の「原則禁止」。
・早朝勤務時間（5時‐8時）は、インセンティブとして、深夜勤務と同様の割増し賃金を支給。
7時50分以前始業の場合、5時‐8時の割増率を8時‐9時にも適用。

・8時前始業社員に対し、軽食を支給。

○2013 年10 月からトライアル。2014年5 月より正式導入。

○この結果、導入前と比べ、時間外勤務時間、時間外勤務手当（早朝割増を含む）ともに減少。

【Ｃ社】
○フレックスタイム制のコアタイ
ムを、従来10 時であったものを
9 時～15 時に前倒し。加えて、
20 時以降の勤務を原則禁止。

【Ｂ社】
○役員、本部長、プロジェクトメンバー
の3名で20時40分から全フロアを回り、
退社の声かけを実施。

○早朝出勤の社員に8時45分から「朝
パン」を配布。2015年1月からはおむ
すびの配布に変更。

【Ｄ市】
○夜間（午後10時以降）等の時

間外勤務を原則禁止し、代替措
置として翌日の早朝6時から8時
の時間外勤務を推奨。

○水曜日には、市長や副市長が
見回り退庁指導を行う。

「朝型勤務」とは、朝早く働きはじめ、夕方には仕事を終えること。長時間労働を抑制し、働く人々の
ワーク・ライフ・バランスを実現することが目的。

例えば、始業・終業時刻を早めて残業は原則認めない、始業時刻は変更せず残業は始業前の一定時
間しか認めないなど、さまざまな手法が考えられる。

＜主な事例＞



第189回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説
（平成27年２月12日）（抄）

（柔軟かつ多様な働き方）

あらゆる人が、生きがいを持って、社会で活躍できる。そうすれば、少子高齢社会においても、日本は力強く成長でき
るはずです。

そのためには、労働時間に画一的な枠をはめる、従来の労働制度、社会の発想を、大きく改めていかなければなり
ません。子育て、介護など働く方々の事情に応じた、柔軟かつ多様な働き方が可能となるよう、選択肢の幅を広げてま
いります。

昼が長い夏は、朝早くから働き、夕方からは家族や友人との時間を楽しむ。夏の生活スタイルを変革する新たな国民
運動を展開します。

夏休みの前に働いた分、子どもに合わせて長い休みを取る。そんな働き方も、フレックスタイム制度を拡充して、可能
とします。専門性の高い仕事では、時間ではなく成果で評価する新たな労働制度を選択できるようにします。

時間外労働への割増賃金の引上げなどにより、長時間労働を抑制します。更に、年次有給休暇を確実に取得できる
ようにする仕組みを創り、働き過ぎを防ぎ、ワーク・ライフ・バランスが確保できる社会を創ってまいります。

少子化社会対策大綱（平成27年3月20日閣議決定）（抄）

○ライフスタイルに応じた多様な働き方の選択肢の確保

・育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度等の企業への制度導入・定着により多様な働き方を推進するととも
に、働く意欲と能力のある女性の就業継続や再就職の支援など、多様な働き方を選択できる条件を整備する。

・フレックスタイム制の清算期間の上限の拡大を図ることにより、個人のライフスタイルに対応し、まとまった期間短時間
で働くなど、一層柔軟でメリハリの効いた働き方を可能とし、子育てなど生活と仕事の調和（ワーク・ライフ・バランス）を
図ることを促進する。

・昼が長い夏は、朝早くから働き始め夕方からの時間を有効に使えるよう、夏の生活スタイルを変革する新たな国民運
動を展開する。


